
- 1 -

資料

【参照条文】

○ 道路交通法（昭和35年法律第105号）

第三章 車両及び路面電車の交通方法

（通則）

第十六条 （略）

２ この章の規定の適用については、自動車又は原動機付自転車により他の車両を牽引する場合

における当該牽引される車両は、その牽引する自動車又は原動機付自転車の一部とする。

３～４ （略）

（最高速度）

第二十二条 車両は、道路標識等によりその最高速度が指定されている道路においてはその最高

速度を、その他の道路においては政令で定める最高速度をこえる速度で進行してはならない。

２ （略）

（車間距離の保持）

第二十六条 車両等は、同一の進路を進行している他の車両等の直後を進行するときは、その直

前の車両等が急に停止したときにおいてもこれに追突するのを避けることができるため必要な

距離を、これから保たなければならない。

（放置違反金）

第五十一条の四 警察署長は、警察官等に、違法駐車と認められる場合における車両（軽車両に

あつては、牽引されるための構造及び装置を有し、かつ、車両総重量（道路運送車両法第四十

条第三号の車両総重量をいう ）が七百五十キログラムを超えるもの（以下「重被牽引車」と。

いう ）に限る。以下この条において同じ ）であつて （略）。 。 、

２～18 （略）

（車両等の灯火）

第五十二条 車両等は、夜間（日没時から日出時までの時間をいう。以下この条及び第六十三条

の九第二項において同じ 、道路にあるときは、政令で定めるところにより、前照灯、車幅。）

灯、尾灯その他の灯火をつけなければならない。政令で定める場合においては、夜間以外の時

間にあつても、同様とする。

２ （略）

（自動車の牽引制限）

第五十九条 自動車の運転者は、牽引するための構造及び装置を有する自動車によつて牽引され

るための構造及び装置を有する車両を牽引する場合を除き、他の車両を牽引してはならない。

ただし、故障その他の理由により自動車を牽引することがやむを得ない場合において、政令で

定めるところにより当該自動車を牽引するときは、この限りでない。

２ 自動車の運転者は、他の車両を牽引する場合においては、大型自動二輪車、普通自動二輪車

又は小型特殊自動車によつて牽引するときは一台を超える車両を、その他の自動車によつて牽

引するときは二台を超える車両を牽引してはならず、また、牽引する自動車の前端から牽引さ

れる車両の後端（牽引される車両が二台のときは二台目の車両の後端）までの長さが二十五メ

ートルを超えることとなるときは、牽引をしてはならない。ただし、公安委員会が当該自動車

について、道路を指定し、又は時間を限つて牽引の許可をしたときは、この限りでない。
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３ 前項ただし書の規定による許可をしたときは、公安委員会は、許可証を交付しなければなら

ない。

４ 前項の規定により許可証の交付を受けた自動車の運転者は、当該許可に係る牽引中、当該許

可証を携帯していなければならない。

５ 第三項の許可証の様式その他第二項ただし書の許可の手続について必要な事項は、内閣府令

で定める。

（危険防止の措置）

第六十一条 警察官は、第五十八条の三第一項及び第二項の規定による場合のほか、車両等の乗

車、積載又は牽引について危険を防止するため特に必要があると認めるときは、当該車両等を

停止させ、及び当該車両等の運転者に対し、危険を防止するため必要な応急の措置をとること

を命ずることができる。

（整備不良車両の運転の禁止）

第六十二条 車両等の使用者その他車両等の装置の整備について責任を有する者又は運転者は、

その装置が道路運送車両法第三章若しくはこれに基づく命令の規定（道路運送車両法の規定が

、 （ ）適用されない自衛隊の使用する自動車については 自衛隊法 昭和二十九年法律第百六十五号

第百十四条第二項の規定による防衛大臣の定め。以下同じ ）又は軌道法第十四条若しくはこ。

れに基づく命令の規定に定めるところに適合しないため交通の危険を生じさせ、又は他人に迷

（ 「 」 。） 、惑を及ぼすおそれがある車両等 次条第一項において 整備不良車両 という を運転させ

又は運転してはならない。

第四章 運転者及び使用者の義務

（安全運転の義務）

第七十条 車両等の運転者は、当該車両等のハンドル、ブレーキその他の装置を確実に操作し、

かつ、道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような速度と方法で

運転しなければならない。

（交通事故の場合の措置）

第七十二条 交通事故があつたときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務員（以

下この節において「運転者等」という ）は、直ちに車両等の運転を停止して、負傷者を救護。

し、道路における危険を防止する等必要な措置を講じなければならない。この場合において、

当該車両等の運転者（運転者が死亡し、又は負傷したためやむを得ないときは、その他の乗務

員。以下次項において同じ ）は、警察官が現場にいるときは当該警察官に、警察官が現場に。

いないときは直ちに最寄りの警察署（派出所又は駐在所を含む。以下次項において同じ ）の。

警察官に当該交通事故が発生した日時及び場所、当該交通事故における死傷者の数及び負傷者

の負傷の程度並びに損壊した物及びその損壊の程度、当該交通事故に係る車両等の積載物並び

に当該交通事故について講じた措置を報告しなければならない。

第四章の二 高速自動車国道等における自動車の交通方法等の特例

（最低速度）

第七十五条の四 自動車は、法令の規定によりその速度を減ずる場合及び危険を防止するためや

、 （ 。） 、むを得ない場合を除き 高速自動車国道の本線車道 政令で定めるものを除く においては

道路標識等により自動車の最低速度が指定されている区間にあつてはその最低速度に、その他

の区間にあつては政令で定める最低速度に達しない速度で進行してはならない。

（横断等の禁止）

第七十五条の五 自動車は、本線車道においては、横断し、転回し、又は後退してはならない。
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（本線車道に入る場合等における他の自動車との関係）

第七十五条の六 自動車（緊急自動車を除く ）は、本線車道に入ろうとする場合（本線車道か。

ら他の本線車道に入ろうとする場合にあつては、道路標識等により指定された本線車道に入ろ

うとする場合に限る ）において、当該本線車道を通行する自動車があるときは、当該自動車。

の進行妨害をしてはならない。ただし、当該交差点において、交通整理が行なわれているとき

は、この限りでない。

２ 緊急自動車以外の自動車は、緊急自動車が本線車道に入ろうとしている場合又はその通行し

ている本線車道から出ようとしている場合においては、当該緊急自動車の通行を妨げてはなら

ない。

（重被牽引車を牽引する牽引自動車の通行区分）

第七十五条の八の二 牽引するための構造及び装置を有する大型自動車、中型自動車、準中型自

動車、普通自動車又は大型特殊自動車（以下「牽引自動車」という ）で重被牽引車を牽引し。

ているものが車両通行帯の設けられた自動車専用道路（次項に規定するものに限る ）又は高。

速自動車国道の本線車道を通行する場合における当該牽引自動車の通行の区分については、第

二十条の規定は、適用しない。この場合においては、次項から第四項までの規定に定めるとこ

ろによる。

２ 前項の牽引自動車は、車両通行帯の設けられた自動車専用道路（道路標識等により指定され

た区間に限る ）の本線車道においては、当該本線車道の左側端から数えて一番目の車両通行。

帯を通行しなければならない。

３ 第一項の牽引自動車は、車両通行帯の設けられた高速自動車国道の本線車道においては、当

該本線車道の左側端から数えて一番目の車両通行帯（道路標識等により通行の区分が指定され

ているときは、当該通行の区分に係る車両通行帯）を通行しなければならない。

４ 第一項の牽引自動車は、第二十三条若しくは第七十五条の四の規定による自動車の最低速度

に達しない速度で進行している自動車を追い越すとき、第二十六条の二第三項の規定によりそ

の通行している車両通行帯をそのまま通行するとき、第四十条第二項の規定により一時進路を

譲るとき、又は道路の状況その他の事情によりやむを得ないときは、前二項の規定によらない

ことができる。この場合において、追越しをするときは、その通行している車両通行帯の直近

の右側の車両通行帯を通行しなければならない。

（自動車の運転者の遵守事項）

第七十五条の十 自動車の運転者は、高速自動車国道等において自動車を運転しようとするとき

は、あらかじめ、燃料、冷却水若しくは原動機のオイルの量又は貨物の積載の状態を点検し、

必要がある場合においては、高速自動車国道等において燃料、冷却水若しくは原動機のオイル

の量の不足のため当該自動車を運転することができなくなること又は積載している物を転落さ

せ、若しくは飛散させることを防止するための措置を講じなければならない。

（故障等の場合の措置）

第七十五条の十一 自動車の運転者は、故障その他の理由により本線車道若しくはこれに接する

加速車線、減速車線若しくは登坂車線（以下「本線車道等」という ）又はこれらに接する路。

肩若しくは路側帯において当該自動車を運転することができなくなつたときは、政令で定める

ところにより、当該自動車が故障その他の理由により停止しているものであることを表示しな

ければならない。

２ 自動車の運転者は、故障その他の理由により本線車道等において運転することができなくな

つたときは、速やかに当該自動車を本線車道等以外の場所に移動するため必要な措置を講じな

ければならない。

第六章 自動車及び原動機付自転車の運転免許
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（第一種免許）

第八十五条 次の表の上欄に掲げる自動車等を運転しようとする者は、当該自動車等の種類に応

じ、それぞれ同表の下欄に掲げる第一種免許を受けなければならない。

１～２ （略）

３ 牽引自動車によつて重被牽引車を牽引して当該牽引自動車を運転しようとする者は、当該牽

引自動車に係る免許（仮免許を除く ）のほか、牽引免許を受けなければならない。。

４ 牽引免許を受けた者で、大型免許、中型免許、準中型免許、普通免許、大型特殊免許、大型

第二種免許、中型第二種免許、普通第二種免許又は大型特殊第二種免許を現に受けているもの

は、これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて重被牽引車を牽引して当

該牽引自動車を運転することができる。

５～10 （略）

11 第一種免許を受けた者は、第二項の規定により運転することができる自動車又は第四項の規

定により牽引自動車によつて重被牽引車を牽引して当該牽引自動車を運転することができる場

合における当該重被牽引車が旅客自動車運送事業の用に供される自動車（以下「旅客自動車」

という ）又は旅客自動車運送事業の用に供される重被牽引車（以下「旅客用車両」という ）。 。

であるときは、第二項及び第四項の規定にかかわらず、旅客自動車運送事業に係る旅客を運送

する目的で、当該旅客自動車を運転し、又は牽引自動車によつて当該旅客用車両を牽引して当

該牽引自動車を運転することはできない。

12 （略）

（第二種免許）

第八十六条 次の表の上欄に掲げる自動車で旅客自動車であるものを旅客自動車運送事業に係る

旅客を運送する目的で運転しようとする者は、当該自動車の種類に応じ、それぞれ同表の下欄

に掲げる第二種免許を受けなければならない。

２ （略）

３ 牽引自動車によつて旅客用車両を旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽引して

当該牽引自動車を運転しようとする者は、当該牽引自動車に係る免許（仮免許を除く ）のほ。

か、牽引第二種免許を受けなければならない。

、 、 、 、 、 、４ 牽引第二種免許を受けた者で 大型免許 中型免許 準中型免許 普通免許 大型特殊免許

大型第二種免許、中型第二種免許、普通第二種免許又は大型特殊第二種免許を現に受けている

ものは、これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて旅客用車両を旅客自

動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽引して当該牽引自動車を運転することができるほ

か、これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて重被牽引車を牽引して当

該牽引自動車を運転することができる。

５～６ （略）
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○ 道路交通法施行令（昭和35年政令第270号）

第三章 車両及び路面電車の交通方法

（最高速度）

第十一条 法第二十二条第一項の政令で定める最高速度（以下この条、次条及び第二十七条にお

いて「最高速度」という ）のうち、自動車及び原動機付自転車が高速自動車国道の本線車道。

（第二十七条の二に規定する本線車道を除く。次条第三項において同じ ）以外の道路を通行。

する場合の最高速度は、自動車にあつては六十キロメートル毎時、原動機付自転車にあつては

三十キロメートル毎時とする。

（最高速度の特例）

第十二条 自動車（内閣府令で定める大きさ以下の原動機を有する普通自動二輪車を除く ）が。

他の車両を牽引して道路を通行する場合（牽引するための構造及び装置を有する自動車によつ

て牽引されるための構造及び装置を有する車両を牽引する場合を除く ）の最高速度は、前条。

及び第二十七条第一項の規定にかかわらず、次に定めるとおりとする。

一 車両総重量（道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四十条第三号に掲げる

車両総重量をいう。以下同じ ）が二千キログラム以下の車両をその車両の車両総重量の三。

倍以上の車両総重量の自動車で牽引する場合 四十キロメートル毎時

二 前号に掲げる場合以外の場合 三十キロメートル毎時

２ 前項の内閣府令で定める大きさ以下の原動機を有する普通自動二輪車又は原動機付自転車が

他の車両を牽引して道路を通行する場合の最高速度は、前条の規定にかかわらず、二十五キロ

メートル毎時とする。

３ 法第三十九条第一項の緊急自動車が高速自動車国道の本線車道以外の道路を通行する場合の

最高速度は、前条並びに第一項及び前項の規定にかかわらず、八十キロメートル毎時とする。

（道路にある場合の灯火）

第十八条 （略）

２ （略）

３ 車両等は、次の各号に掲げる場合においては、第一項の規定にかかわらず、それぞれ当該各

号に掲げる灯火をつけることを要しない。

一 他の車両を牽引する場合 尾灯及び番号灯

二 他の車両に牽引される場合 前照灯

（故障自動車の牽引）

第二十五条 法第五十九条第一項ただし書の規定により自動車を牽引するときは、次の各号に定

める方法によらなければならない。

一 牽引される自動車（以下この条において「故障自動車」という ）の前輪又は後輪を上げ。

て牽引する場合にあつては、クレーンその他のつり上げ装置若しくは堅ろうなロープ、鎖等

（以下この条において「ロープ等」という ）により故障自動車をつり上げて牽引するか、。

又は牽引する自動車の後端（牽引する自動車に牽引するための用具で内閣府令で定める基準

に適合する構造及び装置を有するものを取り付けた場合における当該用具を含む ）に故障。

自動車の前部若しくは後部を載せ、かつ、その載せた部分を堅ろうなロープ等で固縛して牽

引すること。この場合において、故障自動車のかじ取り車輪以外の車輪を上げるときは、か

じ取り車輪がその故障自動車の中心線に平行になつているようにハンドルを固定しておくこ

と。

二 故障自動車の車輪を上げないで牽引する場合にあつては、次に定めるところにより牽引す

ること。

イ 牽引する自動車と故障自動車相互を堅ろうなロープ等によつて確実につなぐこと。二台

の故障自動車を牽引する場合における故障自動車相互についても、同様とする。
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ロ その故障自動車に係る運転免許を受けた者又は国際運転免許証若しくは外国運転免許証

（以下「国際運転免許証等」という ）を所持する者を故障自動車に乗車させてハンドル。

その他の装置を操作させること。

ハ 牽引する自動車と故障自動車の間の距離又は二台の故障自動車を牽引する場合における

故障自動車相互の間の距離は、それぞれ五メートルを超えないこと。

ニ 故障自動車を牽引しているロープ等の見やすい箇所に〇・三メートル平方以上の大きさ

の白色の布をつけること。

第四章の二 高速自動車国道等における自動車の交通方法等の特例

（最高速度）

第二十七条 最高速度のうち、自動車が高速自動車国道の本線車道（次条に規定する本線車道を

除く。次項において同じ ）を通行する場合の最高速度は、次の各号に掲げる自動車の区分に。

従い、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。

一 次に掲げる自動車 百キロメートル毎時

イ 大型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引される

ための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く ）のうち専ら人を運搬する構造。

のもの

ロ 中型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引される

ための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く ）のうち、専ら人を運搬する構。

造のもの又は車両総重量が八千キログラム未満、最大積載重量が五千キログラム未満及び

乗車定員が十人以下のもの

ハ 準中型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引され

るための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く ）。

ニ 普通自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引される

ための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く ）。

ホ 大型自動二輪車

ヘ 普通自動二輪車

二 前号イからヘまでに掲げる自動車以外の自動車 八十キロメートル毎時

２ 法第三十九条第一項の緊急自動車が高速自動車国道の本線車道を通行する場合の最高速度

は、第十二条第一項及び前項の規定にかかわらず、百キロメートル毎時とする。

（高速自動車国道における交通方法の特例に係る最低速度を定めない本線車道）

第二十七条の二 法第七十五条の四の政令で定めるものは、往復の方向にする通行が行われてい

る本線車道で、本線車線が道路の構造上往復の方向別に分離されていないものとする。

（最低速度）

第二十七条の三 法第七十五条の四の政令で定める最低速度は、五十キロメートル毎時とする。

（自動車を運転することができなくなつた場合における表示の方法）

、 、第二十七条の六 法第七十五条の十一第一項の規定による表示は 次の各号に掲げる区分に従い

それぞれ当該各号に定める停止表示器材を、後方から進行してくる自動車の運転者が見やすい

位置に置いて行うものとする。

一 夜間 内閣府令で定める基準に適合する夜間用停止表示器材

二 夜間以外の時間 内閣府令で定める基準に適合する昼間用停止表示器材（当該自動車が停

止している場所がトンネルの中その他視界が二百メートル以下である場所であるときは、前

号に定める夜間用停止表示器材）


